
 

 

茨城県肥料価格高騰緊急支援金交付要綱の運用について 

 
制定 令和５年２月２１日  

一部改正 令和５年８月２２日   

 一部改正 令和５年１０月４日  

  

 
 
第１ 以下に掲げる場合においては、要綱第 7 条（４）及び第１４条の規定に基づき、県は申請者に対し

て以下の証拠書類の追加提出を求めるものとする。 
 

 必要書類 

１ 申請者の同一の経営体に属する者（家族）の口

座への支援金の振込を希望する場合 
両者が同一経営体もしくは家族関係にあること

が証明できる書類（例：住民票の写し、税務申

告の写し等） 

２ 国事業の申請者名義と県事業の申請者名義が

異なる場合（県事業の申請者本人が県事業の支

給要件を有していないが、同一の経営体（家族）

に支給要件を満たす者がいる場合など） 

 

第２ 要綱第２条（２）及び要綱第６条の１に定める申請に必要な様式については、令和５年度に受付を

実施する令和５年春肥分および令和４年秋肥申請漏れ分より別添のとおり改めるものとする。 

 

第３ 要綱別表第１に定める証拠書類について、令和４年秋肥分（令和５年２月～３月既受付分）で既に

交付決定を受けた（本補助金を支給された）者については、手続きの簡略化のため添付不要とする。 

 

付 則 

この運用は、令和５年２月２１日から施行する。 

 

付 則 

この運用は、令和５年８月２２日から施行する。 

 

  付 則 

この運用は、令和５年１０月４日から施行する。 


